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平成１４年度 環境省重点施策

～Ⅰ．はじめに ～地球と共生する「環の国」日本を目指して

「持続可能な開発」を掲げた地球サミットから１０年、私達は環境問題の解決に努力し
てきました。環境問題への取組はずいぶん身近になりました。しかしながら、廃棄物問
題や自動車環境問題など地域的な問題から、地球温暖化や生物多様性の喪失、化学物質
問題など空間的、時間的広がりを持つ問題にまで、問題はむしろ拡大し、深刻化してい
ます。社会全体の構造改革に取り組む今こそ、持続可能な社会経済システムを具体化さ
、「 」 、 。せるよう 自然との共生 を旗印に 新たな社会に向かって大きく舵を切りましょう

「２１世紀『環の国』づくり会議」が地球の環、物質循環の環、生態系の環等の実現を
訴え、経済財政諮問会議も平成１４年度に重点的に推進すべき分野の第一として「循環
型経済社会の構築など環境問題への対応」を挙げるなど、国政全体において環境保全政
策の重要性の認識が高まっています。

環境省は、政府全体の先頭に立って環境政策をリードし、市民、企業、自治体、さら
には諸外国等とのパートナーシップの下、様々な壁に挑戦する行動官庁として「簡素」
「 」 、 、「 『 』 」で 質 の高い活力ある持続可能な社会 すなわち 地球と共生する 環の国 日本
の実現を目指して百年先を見通した構造改革を進めていきます。また、この責務を果た
すため、環境省の体制についても、合理化に向け不断の見直しを行いつつ、必要な充実
強化を図っていきます。

平成１４年度においては 「環の国」の実現に向けた第一歩として、次の７分野の変、
革を進めます。

平成１４年度の環境省の重点施策の体系

１．地球環境保全の推進
３.自然と共生する
社会の実現

２．循環型社会
の構築

４．総合的環境管理による安全と安心の確保

５．グリーン経済社 ６．環境研究・環境技 ７．環境パートナー
会への構造改革 術開発の促進 シップの推進

地 球 と 共 生 す る地 球 と 共 生 す る

豊 か な 未 来 を豊 か な 未 来 を
創 造 す る創 造 す る

環 境 配 慮 型 社 会 の 基 盤 を 整 備 す る環 境 配 慮 型 社 会 の 基 盤 を 整 備 す る



- 2 -

○平成１４年度環境省概算要求・要望

１．環境省平成14年度概算要求・要望額（平成13年度との比較）

平 成 1 3 年 度 平 成 1 4 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 要 求 ・ 要 望 額 伸 び 率

億円 億円 ％
一般政策経費等 ８７６ ９７１ １０．８

既 定 分 等 ８７６ ８０６ △８．０
構造改革特別要求分 １６５

公共投資関係費 １，８９４ １，８９４ ０．０

公 共 事 業 費 １，８８２ １，８８１ △０．１
廃 棄 物 １，７１２ １，７１８ ０．４
自 然 公 園 １７０ １６３ △４．１

そ の 他 施 設 費 １２ １３ ８．３

計 ２，７７０ ２，８６５ ３．４

２．環境省予算の近年の推移

(単位：億円)

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度要求

６７２ ７１４ ８３１ ８７６ ９７１
一般政策経費等 (106.3%) (116.4%) (105.4%) (110.8%)

構造改革特別(施設費を除く)
む要求を含

公共投資関係費 １,６１０ １,７１０ １,７６０ １,８９４ 1,８９４
(106.2%) (102.9%) (107.6%) (100.0%)

公 共事業費 1,590 1,698 1,749 1,882 1,881
廃 棄 物 1,461 1,533 1,573 1,712 1,718
自 然 公 園 129 165 176 170 163

その他施設費 20 12 11 12 13

２,２８２ ２,４２４ ２,５９１ ２,７７０ ２,８６５
合 計(対前年度比(％))

(106.2%) (106.9%) (106.9%) (103.4%)
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Ⅱ．平成１４年度 環境省重点施策
☆： 構造改革特別要求
： 公共投資重点措置要望(公)
( )は平成１３年度予算額

１．地球環境保全の推進 １０９億円（７８）
～地球環境問題への取組により日本を世界のリーダーに変える～

「脱温暖化社会」に向けた地球温暖化対策の抜本的強化と地球温暖
化防止及びオゾン層保護のためのフロン回収・破壊の着実な実施を図
り、地球環境保全を強力に進めます。
また、ヨハネスブルグ・サミットの機会を活かした一層の国際協力
・貢献を行います。

（１）脱温暖化社会に向けた地球温暖化対策の抜本的強化

ＣＯＰ６再開会合での合意を踏まえ、2002年までの京都議定書発効を目指し、我が
国としても議定書締結に必要な温室効果ガス6％削減の目標を確実かつ円滑に達成で
きるよう、強力に取り組みます。

具体的には、①地球温暖化防止国民運動の展開 ②都道府県地球温暖化防止活動推
進センターを通じた家庭・業務施設などでの「温暖化診断 、地域の特性を活かした」
脱温暖化地域構造改革事業、ヒートアイランド対策など、地域における対策強化 ③

新たな国内削減制度、京都メカニズムを適正に管理するための登録簿制度などの京都
議定書実施を担保する国内制度の整備 ④地球温暖化に関する調査研究の推進、に取
り組んでいきます。

百万円 百万円【主な予算措置】
☆・ 新 脱温暖化地域構造改革事業費補助金 １ ００５( ０)（ ） ，

☆・ヒートアイランド対策調査 ４０( ６)
☆・ 新）京都メカニズム運営等経費 ２１９( ０)（
☆・ 新）地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査費 ４０２( ０)（

☆・ 新）地球温暖化総合モニタリングシステム基盤強化費 ３００( ０)（
・地球環境保全試験研究費 ４００( ２９８)
☆・地球環境研究総合推進費 ３，５５０(２，６５０)

【主な税制措置】
・低環境負荷型の住宅に係る優遇措置の新設

・地球温暖化防止及びヒートアイランド減少緩和に資する屋上緑化施設等に係る特別
償却制度の新設
・地球温暖化対策としての環境税の具体化について、京都議定書の目標を達成するた

めの国内制度の整備との関連を含め、早急に検討
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（２）オゾン層保護対策の推進

平成14年度に全面施行される「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確
保等に関する法律（フロン回収破壊法 」の着実な運用等により、冷媒フロンの回収）
等を徹底します。また、冷媒用途よりもストック量が大量に見込まれる断熱材中のフ

ロンについても、回収・処理システムの調査・検討を行います。

百万円 百万円【主な予算措置】

（ ）・フロン回収等普及促進事業 ３２ ２６
（ ）・断熱材フロン対策検討調査 ４１ ５

（３）持続可能な地球社会への変革に向けた国際環境協力の推進
地球サミットから10年目に当たる2002年9月に開かれるヨハネスブルグ・サミット
を契機に、世界的な規模で環境政策を一層発展させることが重要です。我が国として

は、アジア太平洋地域の環境と開発に関する有識者会議への貢献などにより、地域で
、 。 、のパートナーシップを強化するとともに その成果を世界に発信していきます また

2003年に日本で開催される世界水フォーラムを機に、水環境保全などの水問題への取

組に貢献していきます。
さらに、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）の早期

、 、 。発効に向け 我が国としても速やかに締結ができるよう 国内体制の整備を進めます

百万円 百万円【主な予算措置】
・アジア太平洋有識者会議活動支援経費 １５０( ８５)

・アジア太平洋地域環境イノベーション戦略推進費 ５５０( ４５０)
・日中韓環境協力推進費 ４９( ２３)
・ 新)アジア太平洋地域化学物質対策推進費 １５( ０)（

・ヨハネスブルグ・サミットに向けた国際的
）イニシアティブ総合推進費 １５２( ３６

・ 新 開発途上国環境NGOパートナーシップ支援調査事業 １９( ０)（ ）

・ 新)第３回世界水フォーラム閣僚級国際会議開催経費 ２０( ０)（
・POPs条約対応総合対策検討調査 １８( ９)
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２．循環型社会の構築 １，７７２億円（１，７４６）
～社会をゴミゼロ型に変える～

「ゴミゼロ作戦」を展開し、排出事業者・製造事業者等の自己責任
「 」 。 、を徹底することにより ゴミゼロ型社会 を実現します このため

廃棄物の排出抑制と循環的利用を進めます。特に、ダイオキシン規制
強化への対応や不法投棄の撲滅等を通じた適正処理の確保は緊急の課
題です。また、負の遺産であるPCB廃棄物の処理体制の整備、合併処
理浄化槽の整備等にも取り組みます。

（１）循環型社会システムの構築
循環型社会形成のための施策を総合的・計画的に進めるために循環型社会形成推進
基本計画を策定するとともに、容器包装、家電、食品等のリサイクルの一層の効率化
に関する検討、自動車リサイクルの法制度化等の具体的施策を推進します。
また、循環型社会を構築するための排出抑制、リサイクルや廃棄物を適正処理する
ための研究・技術開発を進めます。
さらに、廃棄物・リサイクル制度の基本問題等について検討を進め、循環型社会シ
ステムづくりを加速します。

百万円 百万円【主な予算措置】
（ ）☆・(新)循環型社会形成のための実態調査・育成事業 １７８ ０
（ ）☆・物質循環促進活動ネットワークシステムの構築 ７０ ２５
（ ）☆・廃棄物有効利用等推進費 ４２０ １３７

， ， ）☆・廃棄物処理等科学研究費補助金 １ ５０２(１ ００５

【主な税制措置】
・自動車リサイクル法（仮称）に基づいて、使用済み自動車の減量化・リサイクルを
行うために製造事業者等があらかじめ積み立てた費用について、法人税等の課税対
象とならないよう措置

（２）ゴミゼロ型社会形成のための基盤整備等
ＰＦＩ方式による施設整備等民間の力も活用した廃棄物処理・リサイクル関連施設
の広域的な整備、廃棄物の大幅な削減を目指す「ゴミゼロ型」社会づくりの支援等に
より、廃棄物処理体制の一層の効率化を目指します。
また、ダイオキシン規制強化に対応したごみ焼却施設等の整備の促進及びごみ焼却
施設の解体に対する支援を行います。
さらに、有害化学物質を含む廃棄物の管理対策の検討等により廃棄物処理における
安全と安心の確保に努めます。
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百万円 百万円【主な予算措置】
・廃棄物処理施設整備費 171,763( 171,163)(公)
うち ・ダイオキシン規制対応一般廃棄物処理施設整備 －

・産業廃棄物処理施設モデル的整備事業 －
☆・ゴミゼロ型社会推進事業 ２９８( １１)
・ 新 ゴミゼロ型地域社会形成推進施設整備費補助金 １５４( ０)(公) （ ）
☆・(新)産業廃棄物ゴミゼロプラン推進検討費 １２０( ０)
☆・(新)産業廃棄物処理業者経営改善調査費 ５０( ０)
☆・スラグ等再生利用促進調査 ６４( ３０)
・ 新)ごみ焼却施設解体撤去事業補助金 ４６０( ０)（
・ 新)有害化学物質管理対策検討費 ２０( ０)（

【税制措置】
・廃棄物の減量化に資する焼却施設の整備を促進するため、産業廃棄物処理用設備に
係る特別償却制度及び廃棄物処理施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置の対
象に、廃棄物焼却溶融施設を追加するとともに、当該施設に係る不動産取得税の課
税標準の特例措置の新設

（３）不法投棄対策の強化と「負の遺産」の解消
ＩＴ等の技術の活用や自治体・市民・産業界との連携により、廃棄物の不法投棄の
未然防止・拡大防止対策を強化します。さらに不法投棄の原状回復を推進すること等
により、廃棄物処理に関する国民の信頼の確保に努めます。特に、負の遺産であるＰ
ＣＢ廃棄物については特別措置法の着実な施行と拠点的処理施設の整備に取組み、今
後15年間で処理を終えることができるよう確実かつ適正な処理を推進します。

百万円 百万円【主な予算措置】
☆・不法投棄等衛星監視システム開発調査 ３１４( １７５)
☆・ 新)環境破壊行為早期対応システム整備費 １３７( ０)（

（ ）・廃棄物適正処理監視等推進費 ２０９ １９２
☆・ 新)不法投棄等防止対策・原状回復推進費 ５８( ０)（
・産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 ２００( １６０)

）☆・(新)ＰＣＢ廃棄物の拠点処理における運行状況のためのシステム開発 ４０( ０
・廃棄物処理施設整備費 171,763( 171,163)(公)
うち ・ＰＣＢ廃棄物処理のための拠点的施設整備事業 －
・ＰＣＢ廃棄物対策推進費補助金 ２，０００(２，０００)

（４）健全な水循環に資する合併処理浄化槽の整備
合併処理浄化槽の整備を通じて、人口散在地域における排出源での処理による効率
的な生活排水の処理と健全な水循環の確保を図ります。
また、農村集落における合併処理浄化槽と農業集落排水施設との効率的な連携を推
進します。

百万円 百万円【主な予算措置】
・廃棄物処理施設整備費 171,763( 171,163)(公)
うち・合併処理浄化槽の整備促進 －
・ 新)合併処理浄化槽と農業集落排水施設との（

連携整備モデル事業 －
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３．自然と共生する社会の実現 ２１９億円（２１０）

～社会の在り方を自然共生型に変える～

平成１３年度末に策定予定の新生物多様性国家戦略を踏まえ、自然

環境に関する各分野の施策に生物多様性保全の観点を強く組み込んで

いくとともに、失われた自然の再生等を図り、自然と共生する社会の

実現を目指します。

（１）自然共生型社会実現のための施策の総合的推進の枠組み・基盤整備

新たな生物多様性国家戦略に沿った施策を総合的に推進するため、各府省の連携、

地元自治体やNPO等の参加のための枠組みを整備するとともに、自然環境保全基礎調

査の拡充等により、生物多様性保全のための施策の基盤となる基礎情報の充実を図り

ます。

また、国際協力による「ミレニアム生態系評価」と連携し、地球規模での生態系管

理の高度化に貢献します。

百万円 百万円【主な予算措置】

☆・ 新 生物多様性国家戦略推進事業調整費 ２５０( ０)（ ）

☆・ 新)生物多様性保全のための広域計画の策定 ５０( ０)（

☆・ 新)市民参加型の自然再生活動モデル事業 ２００( ０)（

☆・ 新)戦略的保全推進調査 ２６７( ０)（

・(新)ミレニアム生態系評価との連携経費 ５８( ０)

（２）自然再生事業による自然環境の再生

生物多様性保全の観点から望ましい自然環境を積極的に確保するため、自然生態系

が消失・変容した地域において、関係省庁と共同で、失われた自然を再生・修復する

事業を推進します。

百万円 百万円【主な予算措置】

・自然公園等事業 16,302( 17,002)(公)

うち ・(新)自然再生事業調整費（調査） １，５００( ０)

（ ）・(新)自然再生促進事業 ５００ ０

・ 新)市民参加型の自然再生活動モデル事業（再掲） ２００( ０)（
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（３）国立公園等の生態系保全の強化

すぐれた自然を有する国立公園について、生物多様性保全の観点を重視した管理へ

の転換を図るため、生態系の保全管理手法を導入するとともに、地域との協力により

管理の充実を図ります。

百万円 百万円【主な予算措置】

・ 新)生態系特定管理モデル事業 ３４( ０)（

☆・国立公園等民間活用特定自然環境保全活動

グリーンワーカー 事業 ４００ １００)（ ） （

【主な税制措置】

・ 保全協定 （仮称 （自然公園法での規定を予定）が締結された自然公園内の民有「 」 ）

地に係る相続税負担の軽減、固定資産税の課税標準の特例措置及び特別土地保有税

の非課税措置の新設

（４）健全な水循環の確保

モデル水循環計画の策定、生態系の微妙なバランスの上に成り立っている浅海域の

保全方策や湖沼の水質保全対策の検討等により、水域生態系の保全、健全な水循環の

確保を進めます。

百万円 百万円【主な予算措置】

（ （ ）・ 新)水域水循環計画策定等調査 ４６ ０

（ （ ）☆・ 新)有明海等浅海域環境定量評価手法検討調査 １００ ０

（ （ ）・ 新)湖沼水質保全対策・総合レビュー検討調査 ３１ ０

・ 新)第３回世界水フォーラム閣僚級国際会議開催経費（再掲） ２０( ０)（

（ （ ）・ 新)市民参加型水環境モニタリングシステム開発費 ２０ ０

・廃棄物処理施設整備費 171,763( 171,163)(公)

うち ・合併処理浄化槽の整備促進（再掲） －

・ 新)合併処理浄化槽と農業集落排水施設との（

連携整備モデル事業（再掲） －

（５）人といきものとの共生

希少野生動植物の保護、野生鳥獣の適正な保護管理、遺伝子改変生物を含む移入生

、 、物への対策 地域社会と一体となった野生生物保全の取組を推進することなどにより

各地域でそれぞれ豊かで安定的な生態系を保全していきます。

また、人と愛護動物とが共生できる社会の実現に向け、適正な飼養や保管を徹底し

ます。

百万円 百万円【主な予算措置】

・(新)野生生物専門家活用事業費 ３０( ０)

・希少野生生物と共生する地域社会づくりモデル事業 ３６( ２５)

・我が国における移入生物対策費 ７０( ４０)

・動物の適正飼養推進事業費 １２( ５)
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４．総合的環境管理による安全と安心の確保 ３９２億円（３７２）

～環境管理の在り方を変える～

有害化学物質を始めとする環境への負荷が人や生態系に悪影響を及

ぼすおそれ（環境リスク）の低減・最小化、環境保全上の支障の未然

防止を図ります。

特に、化学物質対策、大気汚染対策（粒子状物質対策 、土壌汚染）

対策について強力に取り組むとともに、総合的な環境管理の枠組みの

構築を目指します。

、 、 。また 公害健康被害の補償・予防 水俣病対策等も着実に行います

（１）様々な化学物質への対策の強化

残留性有機汚染物質（ＰＯＰｓ）については、ＰＯＰｓ条約の早期締結に向けて、

国内対応を進めるため、汚染実態の把握や、無害化処理に関する検討等を進めます。

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）についても、有害性試験等の結果を踏まえ

たリスク評価や汚染メカニズムの解明等を進めます。

また、臭素系ダイオキシンに関する調査研究等ダイオキシン類対策を着実に推進し

ます。

百万円 百万円【主な予算措置】

・ＰＯＰｓ汚染実態解析全国調査 ２４５( ６１)

・ＰＯＰｓ廃農薬無害化処理技術に関する実証基礎調査研究 １６９( ７０)

☆・内分泌攪乱化学物質のリスク評価・試験法開発及び

国際共同研究等推進経費 １，８３４(１，２６３)

）・臭素系ダイオキシン類実態解明調査 ６８( １０

・ 新)ダイオキシン類環境測定精度管理調査 ２２( ０)（

）・ダイオキシン類土壌汚染対策費補助 ６００( ３００

（２）自動車環境対策・粒子状物質対策等の充実

自動車交通に起因する環境問題の解決を目指し、自動車NOx･PM法の着実かつ円滑な

実施や低公害車の導入の促進等を図るとともに、国際機関等と連携して持続可能な交

通体系の検討を行います。

また、大都市を中心に汚染が深刻な浮遊粒子状物質について、移動発生源対策に加

、 、 。え 工場・事業場等固定発生源対策についても検討を行い 総合的な対策を進めます

さらに、花粉症対策を推進するため花粉の観測・予測体制を整備します。
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百万円 百万円【主な予算措置】

・ 新)自動車交通環境影響総合調査 ２３９( ０)（

・ 新)物流、交通流施策適正評価手法確立調査 ２０( ０)（

・ 新)環境保全型交通体系（EST）推進経費 １５( ０)（

（ ）☆・低公害車普及等事業費補助 ５００ ３１０

（ ）・浮遊粒子状物質総合対策検討 ３３５ ５７

・ 新 粒子状物質の粒子数等排出特性実態調査及び測定法の確立 ８１( ０)（ ）

・ 新)自動車燃料改質調査検討費 ３０( ０)（

・ 新)花粉観測・予測体制整備費 １５５( ０)（

（３）土壌環境保全対策の推進

近年、土壌汚染事例の判明件数の増加が著しく、土壌汚染による健康影響等の懸念

及び対策確立への社会的要請が強まっていることから、土壌環境保全のための制度検

討を急ぎ、国民の安全と安心の確保を図ります。

百万円 百万円【主な予算措置】

）・市街地土壌環境基準等検討調査 １２１( ３７

☆・ 新)市街地土壌汚染調査体制整備費補助 １００( ０)（

・市街地土壌汚染調査・対策技術検討調査費 ３４３( ９４)

【主な税制措置】

・土壌の汚染状況の調査、汚染土壌の浄化等を円滑に進めるための所要の措置の新設

（４）総合的な対策の基盤づくり

様々な排出源から排出され、様々な環境媒体を経由して人や生態系に影響を及ぼす

多様な環境負荷に対してはそのリスクを総合的に分析し、適正な環境技術の活用等に

基づいた対策をとる必要があります。

そのため、市民・産業・行政のリスクコミュニケーション、地域レベルでの取組の

手法の開発、生態系に対するリスクに着目した取組の強化、さらには環境技術の重点

的・戦略的な開発・普及の推進により、総合的な対策の基盤をつくります。

百万円 百万円【主な予算措置】

☆・ 新)化学物質環境安全社会推進費 ５０( ０)（

・ 新 地域の環境リスク管理手法開発モデル事業費 ３０( ０)（ ）

・生態系保全の観点を含めた化学物質の審査・規制手法

の改善調査 ４０( １２)

・ 新)農薬による水生生物影響実態把握調査 ４７( ０)（

（ ）・水生生物保全のための水質目標の検討 ３５ １４

☆・ 新)環境技術開発・普及戦略策定調査（再掲） １６５( ０)（

☆・(新)環境技術評価推進事業（再掲） １７５( ０)
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５．グリーン経済社会への構造改革 １２億円（１２）
～社会経済の発展方向を持続可能なものに変える～

持続可能な社会への転換に向け、ライフスタイル・ビジネススタ
イルの変革を促すため、必要な社会環境の整備を進めます。
また、政策立案から事業実施の各段階での環境配慮を進めます。

（１）経済社会のグリーン化
事業者、国民等の環境配慮への積極的取組が促進されるよう、税制のグリーン化等
の経済的手法の活用、金融のグリーン化促進についての調査、事業者が行う環境保全
活動を適切に評価するためのガイドラインの整備等を行うほか、環境報告書、環境会
計の一層の普及を図りつつ、更なる進展に向けた方策を検討します。
また、グリーン購入を推進するため、政府等のグリーン購入の結果の評価や、物品
の環境情報の提供等を行います。
さらに、ゴミの分別、グリーン購入等の環境管理の徹底により、環境省自身のグリ
ーン化に努めます。

百万円 百万円【主な予算措置】
・国、地方の環境施策全体から見た経済的措置の
総合的な活用のあり方に関する調査研究費 １３( １２)

・(新)金融のグリーン化に関する調査検討費 ６( ０)
（ ）・環境会計及び環境報告書の普及に向けた枠組みに関する検討調査１５ １５

・環境報告書普及促進事業 ２５ １２)（
・(新)グリーン購入推進効果評価等経費 ８( ０)
・ 新)物品等の複合的な環境負荷低減効果評価経費 ２４( ０)（

（２）環境影響評価制度の充実強化
環境影響評価については、環境影響評価法の実施状況や技術手法の最新の知見を踏
まえ、基本的事項の見直しを行うとともに、実施済案件のフォローアップ調査の充実
により、信頼性の一層の向上を目指します。
また、事業実施段階に先立つ政策、計画、プログラムを対象とする戦略的環境アセ
スメントについて具体的手法の検討を行うとともに、国や地方公共団体における実績
の積み重ねを促進します。

百万円 百万円【主な予算措置】
（ ）・環境影響評価制度等推進費 １２ ７

（ （ ）・ 新)予測結果再評価審査事業費 １８ ０
（ ）・戦略的環境アセスメント手法等整備費 ３５ ２２
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６．環境研究・環境技術開発の促進 ２０１億円（１６６）

～研究・技術開発の進展の速度を変える～

深刻化する環境問題を解決するためには、将来を見通した環境研

。究・環境技術開発を重点的・戦略的に実施していくことが重要です

、 、このため 総合科学技術会議や中央環境審議会の報告等を踏まえ

研究・技術開発促進のための基盤を整備するとともに、重点分野に

関しては具体的な研究・技術開発を特に推進します。

（１）環境研究・環境技術開発の促進のための基盤整備

環境技術を重点的・戦略的に開発し、普及していくため、体系的なレビューや開発

・普及戦略の策定を行うとともに、環境技術の環境保全効果について総合的評価や検

証を行うことにより、環境技術の健全な育成と振興を図ります。

また、将来において過去にさかのぼった調査研究が必要となった場合等に備え、環

境試料や絶滅危惧生物の細胞等の保存など、環境研究・環境技術開発の推進に不可欠

な知的基盤・情報基盤の整備を図ります。

百万円 百万円【主な予算措置】

☆・(新)環境技術開発・普及戦略策定調査 １６５（ ０）

☆・(新)環境技術評価推進事業 １７５（ ０）

☆・(新)環境試料タイムカプセル化事業 ２００（ ０）

☆・ 新)環境研究技術情報普及推進事業費 １７（ ０）（

（２）重点分野における研究・技術開発の促進

中央環境審議会による「環境研究・環境技術開発の重点的・戦略的推進方策に関す

る中間報告」や、総合科学技術会議が定めた「平成14年度の科学技術に関する予算人

」 、 「 」、材等の資源配分の方針 に基づき 環境分野の重点事項とされた 地球温暖化研究

「ゴミゼロ型・資源循環型技術研究 「自然共生型流域圏・都市再生技術研究」等に」、

ついて、競争的資金を活用しつつ、関係省庁と連携して、総合的、計画的に研究・技

術開発を促進します。

百万円 百万円【主な予算措置】

☆・環境技術開発推進費 １，３００( ７００)

☆・地球環境研究総合推進費(再掲) ３，５５０(２，６５０)

☆・(新)地球温暖化総合モニタリングシステム基盤強化費(再掲） ３００( ０)

☆・ 新)地球温暖化の影響と適応戦略に関する統合調査費(再掲) ４０２( ０)（

☆・廃棄物処理等科学研究費補助金（再掲） １，５０２(１，００５)

・国立環境研究所運営費等 ９，８３５(９，５５０)
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７．環境パートナーシップの推進 ２８億円（２３）
～政策形成と実行の在り方を変える～

環境関係情報の積極的な提供・収集、自治体・企業・NPO等の各主
体の自主的取組の支援、中核となる人材の育成等により、環境パー
トナーシップを一層強め、また、環境教育・環境学習の拡充に取り
組みます。

（１）パートナーシップによる環境政策の推進
インターネット自然研究所や環境行政情報システム等のＩＴ技術を活用した環境情
報の提供の強化、NGO/ N P Oの環境政策提言の推進等により、各主体の自主的活動の支
援・促進を図ります。また、タウンミーティング、ＭＯＥメール等の様々な機会を活
用して、政策の企画立案へ国民の声を幅広く反映するよう努めます。
地方においても、環境保全のための制度や技術などの情報を住民や企業等へ積極的
に提供するとともに、現場の取組の成果や問題に関する情報を収集し、環境行政の改
善等に活かします。
さらに、行政手続の効率化等のため、予算執行の迅速化に努めるとともに、申請・
届出等の手続の電子化を進めます。

百万円 百万円【主な予算措置】
・ 新)インターネット自然研究所バージョンアップ事業費 １００( ０)（
（ ）・ 新)環境パートナーシップ形成促進強化費 １０( ０
・ 新)NGO/NPO 環境政策提言推進調査費 ６( ０)（
・ 新)国民との直接対話による環境政策評価推進経費 ４６( ０)（
・ 新)地方環境対策調査官事務所情報提供・連携等経費 １０( ０)（
☆・申請・届出等手続の電子化経費 ６５０( １５０)

【主な税制措置】
・環境保全活動を行う特定非営利活動法人 環境ＮＰＯ法人 に関する所要の措置 み（ ） （
なし寄附金制度の導入等)の新設

（２）環境教育・学習の拡充
環境カウンセラーの活躍の場の拡大、シルバー層を含めた人材の育成、環境教育の
拠点施設の整備や環境科学の普及促進のための検討調査等により、多様な場における
環境教育・環境学習関連施策の推進を行います。

百万円 百万円【主な予算措置】
☆・環境カウンセラー事業 ４３( ２３)
☆・シルバー層を対象とした環境教育推進事業 ２０( １０)
・地域環境拠点施設整備事業 ２８０( ２００)(公)
・ 新)新宿御苑「環境の杜」基本計画策定調査費 ２０( ０)（
☆・ 新)環境科学に関する環境教育推進事業 ２０( ０)（
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（参考１）

構造改革特別要求の概要

１６，４９８百万円要求総額

循環型経済社会の構築など環境問題への対応
１５，８４８百万円

２００２年京都議定書発効に向けた地球温暖化対策の強化 ３，３５５
・地球温暖化防止国民運動の展開（２８０）
・脱温暖化社会を目指した地域における対策の強化（１，２５５）
・京都議定書の実施に必要な体制整備（１，０４７）
・地球温暖化に関する調査研究の推進 （７３３）

・ヒートアイランド対策（４０）

循環型社会システムの構築 １，７５０
・循環型社会形成の推進（２４９）
・リサイクル制度の整備と着実な実施（４２０）
・ゴミゼロ型社会の形成のための基盤整備等（５３２）
・不法投棄対策の強化と「負の遺産」の解消（５４９）

自然と共生する社会の実現 １，２６７
・生物多様性保全の取組の指針づくりと市民参加の体制づくり

（ ）２５０
・各省連携した生物多様性保全に関する事業の総合的枠組みの構築

）(２５０
・生物多様性の劣化の早期発見のための戦略的保全調査（２６７）

（ ）・地元住民等を活用した国立公園管理のグレードアップ事業 ４００

・有明海等浅海域の環境定量評価手法の検討（１００）

総合的環境管理による安全と安心の確保 ２，４８４
・環境ホルモン対策（１，８３４）
・化学物質環境安全社会推進費（５０）
・低公害車普及事業の拡充（５００）
・市街地等における土壌汚染調査体制の整備（１００）
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環境研究・環境技術開発の促進 ６，９０９
・廃棄物処理等科学研究費（１，５０２）
・環境技術開発推進費（１，３００）
・地球環境研究総合推進費（３，５５０）
・環境技術開発・普及戦略策定調査（１６５）
・環境技術評価推進事業費（１７５）

・環境研究技術情報普及推進事業（１７）
・環境試料タイムカプセル化事業（２００）

環境教育の推進 ８３
・環境科学に関する環境教育推進事業（２０）
・環境カウンセラー事業（４３）
・シルバー層を対象とした環境教育推進事業（２０）

２０百万円少子・高齢化への対応

環境教育の推進 ２０
・シルバー層を対象とした環境教育推進事業(再掲)

２，１５５百万円地方の個性ある活性化、まちづくり

２００２年京都議定書発効に向けた地球温暖化対策の強化 １，２５５
・脱温暖化社会を目指した地域社会における対策の強化（再掲）

自然と共生する社会の実現 ９００
・生物多様性保全の取組の指針づくりと市民参加の体制づくり

（ ）（ ）２５０ 再掲
・各省連携した生物多様性保全に関する事業の総合的枠組みの構築

（ ）（ ）２５０ 再掲
・地元住民等を活用した国立公園管理のグレードアップ事業

（ ）（ ）４００ 再掲



- 16 -

２，８１３百万円都市の再生

２００２年京都議定書発効に向けた地球温暖化対策の強化 １，２９５

・脱温暖化社会を目指した地域における対策の強化
（１，２５５ （再掲））

・ヒートアイランド対策（４０ （再掲））

自然と共生する社会の実現 ５００
・生物多様性保全の取組の指針づくりと市民参加の体制づくり

（ ）（ ）２５０ 再掲

・各省連携した生物多様性保全に関する事業の総合的枠組みの構築
（ ）（ ）２５０ 再掲

総合的環境管理による安全と安心の確保 ６００
・低公害車普及事業の拡充（５００ （再掲））
・市街地等における土壌汚染調査体制の整備(１００)(再掲)

循環型社会システムの構築 ４１８
・ゴミゼロ型社会推進事業費（２９８ （再掲））

・産業廃棄物ゴミゼロプラン推進検討費（１２０ （再掲））

７，６４２百万円科学技術の振興

競争的資金の拡充 ６，３５２
・廃棄物処理等科学研究費（１，５０２ （再掲））
・環境技術開発推進費（１，３００ （再掲））
・地球環境研究総合推進費（３，５５０ （再掲））

環境研究・環境技術開発の促進 １，２９０

・環境技術開発・普及戦略策定調査（１６５ （再掲））
・環境技術評価推進事業費（１７５ （再掲））
・環境研究技術情報普及推進事業（１７ （再掲））
・地球温暖化に関する調査研究の推進（７３３ （再掲））
・環境試料タイムカプセル化事業（２００ （再掲））
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８３百万円人材育成、教育

環境教育の推進 ８３
・環境科学に関する環境教育推進事業（２０ （再掲））
・環境カウンセラー事業（４３ （再掲））
・シルバー層を対象とした環境教育推進事業（２０ （再掲)）

１，７４４百万円世界最先端のIT国家の実現

e‐Japan重点計画の推進

電子政府化の推進 ６５０

・申請・届出等手続電子化推進基盤整備費（５００）
・自然保護事務所における許認可事務等の電子化（１５０）

ＩＴ技術の活用による不法投棄対策等の強化 ６６９
・産業廃棄物ゴミゼロプラン推進検討費（１２０ （再掲））
・廃棄物の不法投棄対策の強化（５０９ （再掲））
・ＰＣＢ廃棄物の拠点処理における運行状況のためのシステム開発

（４０ （再掲））

環境研究・環境技術開発の促進 １７
・環境研究技術情報普及推進事業（再掲）

2002年京都議定書発効に向けた地球温暖化対策の強化 ４０８
・京都議定書の実施に必要な体制整備（４０８ （再掲））



　　　　　

　

　１．環境事業団関係

　

　　○　要求金額

　　　　　　　　　　　      　　　単位：億円　　　（前年度額 ）　   　 前年度比

　　　　　　　事業計画　　　　　　　　２６９　　　　　　（　２７１ ）　　　　　　９９．３％

　　　　　　　財投借入　　　　　　　　２０７　　　　　　（　２３８ ）　　　　　　８７．０％

　　　　　　　財投機関債　　　　　　　 ６０　　　　 　（　   - ）　　　　　　　皆　増

  ２．政策金融関係

　  ①　現行制度

　環境保全型製品の普及促進、廃棄物・リサイクル対策、公害防止対策等のための融資

制度に係る資金を確保。

　  ②　制度改正

　『環の国』づくりを推進するため、既存ストック（製品、建物等）に係る経済的寿命を延長

するメンテナンス事業（耐震改修、機能高度化、用途転換工事等）やリユース・リサイクル

を促進する利用ニーズ発掘事業（データベース構築システム整備・開発、マーケットプレ

イス運営等）等を支援するための融資制度を創設等。

　  ③　要求金額

　　　　　（日本政策投資銀行）

　　　　　　　14年度要求　　　環境省分　８３５億円

　　　　　（国民生活金融公庫、中小企業金融公庫投融資についても要求。）

（参考２）

財政投融資に関する要求の概要

-18-
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（参考３）

平成 14 年度環境省税制改正要望の概要

平成 13 年 8 月、環境省

１　地球温暖化対策等の推進

(1)地球温暖化対策等の推進

○地球環境に対する低負荷型の住宅に係る税制上の優遇措置を新設。

○地球温暖化防止及びヒートアイランド現象緩和のため、屋上緑化施設等に係る特別

償却制度を新設。

○一定の排出ガス性能を有する(排出ガス性能が最新排出ガス規制車に比べ２５％以

上優れている)低燃費車（改正省エネ法の燃費基準を上回る自動車）に係る自動車取得

税の課税標準の特例措置を延長。

○地球温暖化防止及びオゾン層保護のため、ＨＣＦＣ等を使用しない洗浄装置等の設

備に係る特別償却制度を延長。

 (2)地球温暖化対策の充実に向けた検討

○京都議定書の目標を達成するための国内制度の整備との関連を含め、地球温暖化対

策としての環境税の具体化に向けて早急に検討。
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２　循環型社会形成のための取組推進

(1)リサイクルの推進

○自動車リサイクル法（仮称）に基づいて、使用済み自動車の減量化・リサイクルを

行うために製造事業者等があらかじめ積み立てた費用について、法人税等の課税対象

とならないよう措置。

○自動車部品再利用製品製造業者が実施する事業の用に供する施設に係る事業所税

（新増設）の課税標準の特例措置を新設。

○再商品化設備等に係る特別償却制度及び廃棄物再生処理用設備に係る固定資産税の

課税標準の特例措置の適用期限を延長するとともに、実用化のめどがついた以下の設

備等を対象に追加。

・食品循環資源のメタンガス化設備等

・モノマー化によるペットボトル再生処理装置

・廃木材乾燥熱圧装置

・建設汚泥脱水装置

○廃棄物再生処理用設備に係る事業の用に供する施設に係る事業所税の課税標準の特

例措置の対象に食品循環資源のメタンガス化設備を追加。

(2)廃棄物処理におけるダイオキシン対策の推進

　平成 14 年 12 月より改正廃掃法施行令が完全施行されダイオキシン類に係る規制が

強化されることから、当該規制に適合する設備の導入を促進するため以下の措置を行

う。

○産業廃棄物処理用設備のうち高温焼却装置及びばい煙処理装置に係る特別償却制度

の適用期限を延長するとともに、早期に事業の用に供した場合には特別償却率を上げ

る措置を拡充。

○廃棄物処理施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を延長するとと

もに、当該措置のうち優良な更新投資の対象設備に、廃油、廃プラスチック類、木く

ず等の焼却施設を追加。
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 (3)その他廃棄物対策の推進

○廃棄物の減量化に資する焼却施設の整備を促進するため、産業廃棄物処理用設備に

係る特別償却制度及び廃棄物処理施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置の対象

に、廃棄物焼却溶融施設を追加するとともに、当該施設に係る不動産取得税の課税標

準の特例措置を新設。

○「産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律」に基づき特定周辺

整備地区の指定を受けて整備される特定施設の用に供する土地等に係る特別土地保有

税及び事業所税の非課税措置の適用期限を延長するとともに、一定規模以上の焼却施

設、最終処分場及び建設廃棄物処理施設の用に供する土地等を事業所税の非課税措置

の対象に追加。

○最終処分場の埋立終了後の維持管理費用の積み立て（維持管理積立金）について、

積立金を損金又は必要経費に算入する制度の適用期限を延長。

○広域臨海環境整備センターが産業廃棄物の処理等の業務の用に供する土地に係る特

別土地保有税の非課税措置を延長。

○地方自治体による産業廃棄物に係る独自の税制上の取組の動向を踏まえ、国として

の対応の在り方について検討。

３　自然と共生する社会の実現

自然環境の保全

○自然公園内の民有地における自然風景の保全を図るため、自然公園法に「保全協定」

（仮称）を位置付け、協定が締結された自然風景地に係る以下の措置を新設。

・相続税負担の軽減措置

・固定資産税の課税標準の特例措置及び特別土地保有税の非課税措置
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４　総合的環境管理の推進

(1)土壌環境保全対策の推進

○土壌の汚染状況の調査、汚染土壌の浄化等のために要する費用等について、税制上の

所要の措置を新設。

(2)自動車の低公害化、低燃費化の促進

○自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく対策地域内外において、排出基準に適合しないディ

ーゼル乗用車を排出基準適合車に代替する場合の自動車取得税の特例措置を追加。

○最新排出ガス規制適合車の取得に係る自動車取得税の特例措置の適用対象に平成１

５年規制適合車を追加。

○一定の排出ガス性能を有する(排出ガス性能が最新排出ガス規制車に比べ２５％以

上優れている)低燃費車（改正省エネ法の燃費基準を上回る自動車）に係る自動車取得

税の課税標準の特例措置を延長（再掲）。

(3)公害防止対策の推進

○以下の公害防止設備に係る特別償却措置の適用期限を延長。

・窒素酸化物抑制設備

・指定物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン）の排出又は飛散の抑制

に資する設備

・ダイオキシン類排出削減装置

○以下の公害防止設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を延長。

・窒素酸化物抑制施設

・ばい煙処理施設（構築物、機械、装置、高煙突）

・一般粉じん処理施設

・指定物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン）の排出又は飛散の抑制

に資する施設

・ダイオキシン類排出削減装置

・汚水処理用設備（水質汚濁防止法の特定施設又は指定地域特定施設（瀬戸内海環境保全特別措置

法及び湖沼水質保全特別措置法のみなし施設を含む。）、湖沼水質保全特別措置

法の指定施設から生じる汚水の処理施設、水質汚濁防止法の有害物質により汚

染された地下水を浄化するための設備）
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５　その他

(1)民間団体による環境保全活動の促進

○環境保全活動を行う特定非営利活動法人（環境ＮＰＯ法人）に関する所要の措置（み

なし寄付金制度の導入等）を新設。

○公益の増進に著しく寄与する法人（特定公益増進法人）の範囲を拡大し、地球温暖

化防止、循環型社会形成等についてのすぐれた環境保全活動を行う者に対する助成金

の支給又は環境保全に関する普及啓発を主たる目的とする公益法人を追加。

 (2)その他

○大阪湾臨海地域開発整備法に基づく開発地区において整備される中核的施設に係る

特別土地保有税の非課税措置、事業所税（新増設）の非課税措置及び課税標準の特例

措置（資産割）を延長。

○環境事業団に係る以下の措置を延長。

・環境事業団から土地等を譲渡された事業協同組合が組合員に再譲渡する際の登録免

許税の軽減措置

・中小企業者が環境事業団から譲渡された集団設置建物に係る事業所税（資産割）の

非課税措置


